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研究成果の概要（和文）：本研究は福島第一原発事故後の「ポスト除染」の段階での「帰還と復興をめざす地域
づくりモデル」の構築を目的とした。対象地域には住民参加の組織ができ、その支援に大学、研究者が継続的に
入るという特徴があった。新しいステージでの地域復興・再生は住民参加を基礎に、専門的知識、技術を持った
人々との協働が不可欠となっている。新たな地域づくりモデルとは、住民参加を前提とし、専門的技術、理論に
支えられた、主体・地域間の連携によって成されるということが、到達した新知見である。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research was to establish "a community development model
 aiming for return and reconstruction" at the stage of "post decontamination" after the Fukushima 
Daiichi nuclear accident.In the target area, there was an organization of residents participating, 
and there was a characteristic that universities and researchers entered continuously to support it.
 Collaboration with people with expert knowledge and skills is essential, based on the participation
 of residents on regional revival and revitalization at the new stage.The new knowledge that the new
 community development model has reached is that it is formed by cooperation between subjects and 
regions supported by specialized technologies and theories, on the premise of residents 
participation.

研究分野：農業経済学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）２０１１年３月の東京電力福島第一原
子力発電所の事故に伴う放射能汚染以後、福
島県沿岸部（浜通り地域）、中央部（中通り
地域）を中心として、除染や農産物・食品の
安全対策が、試行錯誤しながらも進められて
きた。当初、高濃度に汚染されたエリアでは、
居住や農業生産を制限し、除染・汚染対策が
集中的に実施されてきた。こうした対策が少
しずつ進展する中で、段階的に居住や農業生
産の制限が解除されてきていた。解除された
地域は「ポスト除染」のステージに入り、そ
こは帰還と地域復興に向かうフロンティア
と位置づけられた。この地の復興が成功する
かどうかが、今後避難指示が解除される地域
の再生を左右する試金石となっている。 
 
（２）しかしこの「ポスト除染」のステージ
に入ったフロンティアゾーンにおいて、いま
だ帰還・復興のモデルが不在であり、住民は
どのようなステップで地域復興を進めてい
くべきか、指針やヒントを持てない状態にあ
った。避難期間にコミュニティが縮小、崩壊
し、コミュニティによって管理されてきた農
地や里山の荒廃が進んだところもあった。し
かしそこは住民の暮らしの基盤を支える自
給、自然循環の場でもあった。 
 
（３）こうした中で原発事故直後の緊急対策
の段階から、「ポスト除染」、帰還・地域復興
の段階におけるコミュニティを場とする地
域づくりモデルが切実に求められていた。住
民を軸として行政、大学・研究機関、地域の
諸団体などがどのような協力関係を組み立
てればこのモデルを構築することができる
のか。それがまさに問われていたのである。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究では、原子力災害避難からの帰
還と復興へと向かう福島県浜通り地域およ
び中通り地域を対象として、これまでの除染
や放射能低減対策のステージを超えて、暮ら
しとコミュニティの再生を実現するという、
新しいステージに求められる地域づくりモ
デルを構築することとした。 
 
（２）そのために震災の前、避難中、避難解
除後のそれぞれの局面で先駆的に地域づく
りを実践し、いままた新しい局面を拓くべく
努力してきている５地域（福島県二本松市旧
東和地区、伊達市旧霊山町小国地区、南相馬
市原町区・小高区、飯舘村、田村市都路地区）
の取り組みに注目した。 
 
（３）これらの地域は「帰還困難区域」を取
り巻くように立地しており、まさに原子力災
害とそこからの復興をめざすフロンティア
であり、「課題解決最先進地」となりうる地
域であった。またこの５地域に共通する特徴
は、震災後各自治体の中小地区を単位に、住 

民や地域事業者の協議の場を設定し、生活の
安全・安心、農地や資源の利用と保全、農林
業や加工品製造の再開、仕事や産業の再興な
ど、地域復興に向けた具体的な議論を行って
きたことである。同時に各地域でコミュニテ
ィの存立基盤（人的資源、環境資源）が異な
っており、また協議運営の組織や仕組みにお
いてもそれぞれ固有の特徴を有していた。 
 
（４）そのためにこの５地区を念頭に置いて、
さらにこれまでの国内外各地の地域づくり
の経験や知見を、内発的発展論のアプローチ
から比較・統合することで、これからの地域
復興の指針となる「内発的地域づくりモデ
ル」の体系化をめざすこととした。 
 
３．研究の方法 
（１）本研究では地域復興の指針となる「内
発的地域づくりモデル」の体系化を達成する
ために、理論パートと実証パートからなる研
究体系を設定した。 
 
（２）理論パートでは、住民主体の地域づ 
くりの理論である内発的発展論を福島復興
に資する理論として再構築し、研究全体のフ
レームワークを設定した。そのため国内外の
内発的発展論の到達点と課題の整理を行い、
地域の内と外との支援の関係の議論を踏ま
えて、内発的発展論を被災地復興における人
材、組織と関わらせて検討をおこなっていく。 
 
（３）実証パートは、地域の現状をもとに次
の側面から検討を行った。 
まず原子力災害によるコミュニティの損
害・復旧構造の把握では、人的資源と環境資
源の震災前後における変化、人口動態、外部
支援の進展度合いの検討、次に５地域におけ
る帰還と復興に向けた取り組みの促進条件
の解明を、参与観察の形をとって検討を行う。   
参加・協議の場づくり（住民組織、行政、大
学など研究機関）、ひとづくり（人材発掘・
確保・育成）、ものづくり（営農、６次産業
化、資源管理・活用）からなる地域づくりの
アプローチから取り組みの組織化や発展の
プロセス、成功・失敗・要因、キーパーソン
の役割、外部の大学・研究機関の役割などを
明らかにしていく。 
最後に実践的知見の統合による地域づく
りモデルの構築では、５地域の取り組みを比
較して、共通性、独自性、地域間連携の可能
性を明らかにするという方法をとる。その際
震災以前の地域づくりの経験が震災後の復
興にどのようにつながっているのか、従来５
地域で行われてきていた食と農、６次産業化
とその担い手、被災農山村を都市が支えるシ
ステム（例えば産消提携システム）の存立条
件は何かという視点を取り込んだ研究方法
を軸として検討を進めていく。 
 
４．研究成果 



（１）本研究はその方法において、理論パー
トと実証パートからなる研究体系の設定を
行った。そのため研究成果に関わってまず理
論パート、次いで実証パート、そしてその統
合的検討結果について報告を行っていく。 
 
（２）理論パートでは、内発的発展論の今日
的到達点と課題を明らかにした。この理論は
１９７５年に国連で提起されたことをきっ
かけとして、欧米型とは異なる「もうひとつ
の発展」として注目を集め、今日の国連開発
計画による『人間開発報告』や２０１５年に
国連で採択された SDGs（持続可能な開発目
標）へと基本の考え方で連なるものとなって
きている。 
 
（３）日本国内では経済学、財政学領域から、
この理論は、地域の企業や協同組合などの団
体や個人が自発的な学習により計画を立て、
自主的な技術開発をもとにして、地域の環境
を保全しつつ資源を合理的に利用し、その文
化に根ざした経済発展をしながら、地方自治
体の手で住民福祉を向上させていくような
地域開発とされ、現時点ではその特徴は次の
ように整理されている。第一は地域の資源、
技術、産業、文化を土台とし、これらを再評
価して活用している。第二は住民が自ら学習
し計画をたてている。第三は地域産業連関を
重視し地域にある多様な産業を互いに評価
し、それらの相互連関を図っている。第四は
環境、生態系の保全、アメニティの向上は当
然の枠組みであり、それらは地域の固有性の
基礎である点から重視している。第五は住民
の主体的参加による自治、自律的意志決定と
地域独自の政策の形成を重視する。 
 
（４）他方社会学、民俗学領域から、内発的
発展論とは、目標において人類共通であり、
目標達成への経路と創出すべき社会のモデ
ルについては、多様性に富む社会変化の過程
である。共通目標とは、地球上のすべての人
びとおよび集団が、衣食住の基本的要求を充
足し、人間としての可能性を十全に発揮でき
る条件を作り出すことである。それは国内お
よび国際間の格差を生み出す構造を変革す
ることを意味すると定義し、その多様な発展
の経路を切り開くのは、キー・パースンとし
ての地域の小さな民であるとしている。 
 さらに自分自身が招いたのではない苦痛
を少しでもやわらげるような状態が社会の
進歩であり、その不条理な苦痛をわが身に引
き受け、不合理、不条理な苦しみを少しでも
少ない社会にしていくのがキー・パースンの
役割であるとしている。 
 そして水俣研究から、もっとも深くきずつ
いた人々のうちから再生の芽は探し求めら
れるに違いないとその立場を明確にしてい
る。 
 
（５）この社会学、民俗学領域からの提起は

水俣から現在の原子力災害被災地の福島へ
とつながる、不条理な現実、自らの責任では
ない苦痛をやわらげていく戦いのあり方を
示しており、福島における地域住民の活動の
中にこそ地域再生の芽はあるとの示唆であ
ると判断できる。この社会学、民俗学領域か
らの内発的発展論を出発点として、経済学、
財政学領域における経済、産業、福祉、自治
などのあり方の検討が現場において必要に
なってきている。 
 内発的発展論では小さな民による「負けな
い戦い」を提起しているが、これは次の実証
パートに見られるように、住民、諸組織が協
力して行う「未来に向かっての永続的な挑
戦」の姿の中に見いだすことができる。 
 
（６）実証パートでは５地域を対象としてい
るが、その地域での活動には福島県内での放
射能汚染被害に立ち向かった調査、研究活動
の前史がある。それは事故後福島県内を主と
する生協・農協・行政関係者、研究者による
ベラルーシ、ウクライナ調査とそれを活かし
たＪＡ新ふくしま管内（福島市、川俣町）の
水田、果樹園など全圃場を対象とした放射線
測定（土壌スクリーニング調査）であった。   
本研究で対象とした５地域での活動は、こ
の調査を何らかの形で継承していた。この調
査には全国から生協関係者が多数参加し、大
学関係者が理論、方法の説明を行い、農協関
係者が全体計画を立てつつ進めるという、連
携型の測定、食の安全の検証という新しい形
を生み出していった。 
 
（７）二本松市旧東和地区は避難区域には指
定されなかったが、避難指示区域に隣接して
いる地域である。２００５年に旧東和町が二
本松市に合併する際、旧東和町のまとまりを
維持するために「ゆうきの里東和ふるさとづ
くり協議会」を作り、「道の駅ふくしま東和」
の運営、有機農業の振興、農産物直売、桑の
葉などの特産品加工を行ってきた。 
 震災直後は情報の錯綜、混乱が起き、お年
寄りからは「子や孫に自分の作った野菜を食
べさせられるのか」という心配が起こる中で、
話し合いを続け、避難する方向ではなく、こ
の東和でどうすればともに暮らしを続けて
いけるのかということを検討してきた。そう
した中、本研究組織のメンバーや、他大学の
研究者とも連携して、土、水、山林を総合的
に把握する中で放射性物質の作物への移行
メカニズムの検討を行い、田畑の表層に沈着
した放射性物質は、耕され大量の土と混和さ
れ、土中に放射性物質があっても地表の放射
線量は低下し、そこに種をまいて育てた作物
には放射性物質がほとんど移行しないとい
う事実を明らかにした。またこれからの農山
村の活性化のために、里山資源のバイオマス
的活用についても検討を行った。 
 当地域では表土はぎという除染の形をと
らないで放射線対策を行ったのであるが、こ



れらは「ゆうきの里ふるさとづくり協議会」
と研究者との連携による、地域で生きるため
の知恵と力を結集した活動の成果といえ、復
興の新しい地域づくりモデルを作り出して
きたといえる。なお協議会という組織がある
ことから、地域での受け入れ態勢が明確であ
り、今この地区では新規就農者、農家民宿が
増加しているという希望が見えてきている。 
 
（８）伊達市旧霊山町小国地区は特定避難勧
奨地点に指定された。これは世帯単位で指定
され、指定されると１０万円/月・人が支給
され、隣り合った家であっても指定される家
と指定されない家が、異なった補償金を受け
ることとなり、地域がバラバラになり、集落
の自治機能が著しく低下することとなった。
そこで住民は「放射能からきれいな小国を取
り戻す会」を結成し、地区内の放射線量分布
マップを国の基準より細かく作成し、水稲試
験栽培に協力し、セシウムの吸収メカニズム
の解明とその吸収抑制対策に力を注いだ。ま
たＡＤＲ（裁判外紛争解決手段）の申し立て
を行い、その和解が成立することによって、
地区内の賠償金格差は一定程度解消され、地
域のまとまりを回復することとなった。 
さらに小国地区復興プラン提案委員会を
発足させて、「小国地区復興プラン 豊かな
恵みと笑顔あふれる小国を目指して」を策定
した。さらに伊達市と福島大学が協力して、
大学が特任研究員を採用し、その人が復興支
援員として小国地区で活動する形をつくり、
そのもとで新規作物の導入、加工から新設さ
れた道の駅での販売へとつなげていった。 
この新しい地域づくりのモデルは、中越地
震の復興の基本としての考え方である、「足
し算の支援（根を張る活動）」から「掛け算
の支援（翼を持つ活動）」へと局面が変化し、
それに伴い、「傾聴」的役割をはたす復興支
援員から、専門知識、技術を持った、大学と
も連動した復興支援員の配置が復興の第二
ステージでは重要であることを明らかにし
た。そしてこれは「取り戻す会」と地域外の
研究者との連携活動の成果であり、新しい形
の地域づくりモデルであるといえる。 
 
（９）南相馬市は最南端部が福島第一原子力
発電所から９km の位置にあり、原発から半径
２０km 圏内にあった小高区と原町区の一部
には避難指示が出された。また市内北部の鹿
島区には避難指示は出されないという、地域
的には複雑な状況にあった。 
 そうした中、住民は米の作付を今後どのよ
うにしていくかということの検討を行いつ
つ、「南相馬農地再生協議会」を立ち上げ、
菜の花の栽培を開始した。そこでとれた菜種
は相馬農業高校と協力して「油菜ちゃん」と
いう食用油にし、また石鹸・化粧品への活用
も図られつつある。 
 しかしなお耕作されない農地は多く、次の
計画として、粗放的管理で広い面積の作付が

可能である子実トウモロコシ、ソルガムの栽
培の実験が、協議会、企業、大学との連携で
始まった。これらの飼料作物と資源作物のハ
イブリッドでの輪作や混作によるバイオマ
スへの活用や子実トウモロコシの他地域の
酪農家への提供による耕畜連携や、その葉茎
の還元による地力の回復が実験的に進めら
れている。これは農地の荒廃化をおさえるた
めの住民組織である協議会と企業と大学と
の連携による新たなチャレンジであるとい
え、復興をめざすひとつの地域づくりモデル
の構築であるといえる。なお菜の花栽培は次
に述べる飯舘村の復興とも連動して進めら
れつつある。被災地同士の連携による地域復
興の新しいモデルであるといえる。 
  
（１０）全村避難となった飯舘村では避難中
から住民参加の復興計画づくりと自主的な
放射線計測が進められてきた。村（行政）は
２０１１年から２０１５年にかけて「いいた
てまでいな復興計画（第１版～第５版）」を
住民参加により策定し、ネットワーク型の新
しいむらづくりをめざして、地域再生の努力
を続けている。 
 村内の地域では、住民が主体となって大学
などの研究者とともに放射線計測を行う地
区（行政区）が生まれてきた。この計測にあ
たっては、これまでの福島市や二本松市旧東
和地区、伊達市旧霊山町小国地区での住民、
大学などとの連携で行う放射線計測の経験
が活用された。ここでも被災地同士の連携と
経験の交流が見られた。 
 計測後、大豆栽培実験による放射性物質の
作物への移行調査や報告会が系統的に行わ
れた。また地区の人々はここに生きた証とし
て「暮らしの記憶誌」の発行、菜の花の作付
や神社のお祭りの復活にも取り組んでいる。 
 こうした地区の流れを受けて、村は住民と
研究者が一緒になって営農再開検討会議を
設置し、これからの村の農家が進む方向性を
四つの例で示した。第一は農地を守る、第二
は生きがい農業、第三はなりわい農業、第四
は新たな農業である。現在農業で生活してい
こうとしているのが６０戸、生きがい農業が
１６０戸、農地を守る活動に参加しているの
は約８５０名である。全村避難で住民０、農
家０の状態からの再出発としては予想以上
に積極的な農家が多いといえる。地区、村（行
政）レベルでの住民参加と研究者との協力に
よる地域、農業再生が試みられていることの
証明であるといって良い。 
  
（１１）田村市都路地区は避難区域指定を受
けたが、比較的早く避難が解除された。解除
後営農再開が進められたが、その進捗状況は
まだら模様であった。その差はどこにあるの
か。再開が早かった地域は震災前から中山間
地域等直接支払制度の集落協定を結び、農地、
農業を守る地域活動が行われていたところ
であった。この震災以前からの住民の話し合



いの経験があったことが営農再開を早く進
める条件となったことが明らかになった。 
 都路地区で問題となっているのは林業の
再生である。ここは広葉樹の萌芽林を活用し
たキノコ生産のための原木を全国へ供給す
る大産地であった。しかし山林の除染は行わ
れず国も東京電力も対策を放棄している。林
業再生に道はまだ見えてきてはいないが、森
林組合を中心として、協同で新たな資源利用
の道の追求がはじまってきている。また地域
は農林業を営む農林家で構成されており、農
山村における森林、農林業を核とするクラス
ター的再生の道の追求が急がれている。 
 
（１２）福島の被災地域の将来の方向性と比
較検討を行うため、イギリスの過疎農村で地
域振興に取り組む諸組織の調査を行った。対
象地域は農業衰退、鉱山閉山、製造業衰退な
ど産業基盤が弱化し、地域の存続が厳しい所
であった。その中で住民主体の組織を立ち上
げ専門家と協力しつつ新たな方向を切り開
いてきていた。その事例であるＬＥＡＤＥＲ
プログラム、グラウンドワーク、社会的企業
の聞き取り調査を行った。各実践組織に共通
するのは、住民、行政、企業がトライアング
ル的に連携して Local Action Group（ＬＡＧ）
を作り、その核に専門家グループを置いて、
地域のニーズ、技術的可能性、助成金獲得の
検討など、具体的な提案を行い一歩一歩地域
課題の解決に向かって進んできている姿で
あった。住民参加による地域再生を、専門家
の力と具体的なノウハウでもって支えてい
る姿を読み取ることができた。 
 
（１３）本研究は福島第一原発事故後の地域
復興について、居住や農業生産の制限が解除
されつつある「ポスト除染」のステージに入
った段階での「帰還と復興をめざす地域づく
りモデル」の構築を目的とした。 
 対象とした５地域には震災前を含めて住
民参加を何らかの形で実現する組織ができ、
それが地域によって差はあるが、住民、行政、
企業・協同組合等が連携する組織となり、そ
のサポートに大学、研究者が入るという形を
とっていることが共通した特徴となってい
た。新しいステージでの地域復興・再生は単
なる住民参加だけではなく、専門的知識、技
術を持った人々との協働が不可欠となって
いる。 
 こうした住民の結びつきは「生活結合」か
ら「土地結合」へと連なり、さらに諸産業の
再生の技術的基礎となることを示している。 
 今回提起する地域づくりモデルとは、原子
力災害という不条理な現実の中、各地域での
工夫と努力の結果を踏まえて、住民参加を当
然の前提とし、新しい外部の技術、理論にも
支えられた、各主体間、各地域間の連携によ
って内発的に成されるということが、到達し
た新知見である。 
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